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増加率の逐次寄与度分解法

失業率の差の寄与度分解を例として

関　　彌三郎
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　完全失業率の差の逐次寄与度分解

　逐次寄与度分解法の特徴

　逐次寄与度分解表の見方

　総合失業率の差の寄与度分解

む　す　び

は　し　が　き

　杜会集団現象は不断に変動を繰返しており ，集団現象全体の大きさは変らな

い時でも集団の内部には変化か見られるのが普通である。従って，杜会集団現

象の変動は集団全体を表わす値の増加率または増分（差）によっ て測定するの

であるが，集団現象の内部の変化を示す値すなわち部分集団の増加率（増分）

や構成比率の差によっ て， それを補足することが必要である。その場合，ある

部分集団の増加率が大きくとも ，その部分集団の構成比率が小さいならば全体

集団の増加に対する寄与は僅かであり ，逆に部分集団の増加率は低くとも ，そ

の部分集団の構成比率が大きい時は全体集団の増加に対する寄与は多い。同様

のことが部分集団が減少した場合のマイナスの寄与についても言える。このよ

（１７９）
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うな集団現象全体の増加率（増分）に対する部分集団の変動の寄与の方向と程

度を表わす統計的測度が寄与度，寄与率であ って，全体集団の増加率（増分）

を部分集団の寄与度の和に分解することによっ て， 集団全体の増加が少数ない

しは特定の部分集団の増加によるものなのか，それとも特に大きく寄与したも

のはなく ，多くの部分集団の増加によっ て実現したものなのか，などがわかり ，

集団現象の変化の要因の構造を明らかにすることができる 。

　集団現象の変化は絶対的大きさ（基礎統計値）の比較だけではなく ，算術平

均， 発生比率，対立比率，総合指数等の集団特性値（統計的測度）の比較によ

っても測定される。集団特性値の比較の場合は，その値の変化には各部分集団

の特性値の変動だけではなく部分集団の構成割合の変化の影響も含まれるため

に， 集団現象の変化の認識を見誤る危険がある。そこで，統計的に集団構造の

変化がないと仮定して各部分集団の特性値の変化による部分のみを算出する標

準化の方法によるのが普通であるが，我々はそれよりも　般的な，全体集団の

特性値の変化を部分集団の特性値の変化による部分と集団構造の変化による部

分とに分解し，それぞれについてどの部分集団の寄与が大きいかを知り得る ，

増加率（増分）の寄与度分解法によるべきであると考える。そして，杜会集団

現象をいろいろな集団性をクロスして分析した統計資料が与えられている場合

の寄与度分解に便利な逐次分解のやり方を提唱するのである 。

　増加率（増分）の逐次寄与度分解法を失業率の差の場合で説明し，次にそれ

を用いて最近のわが国の失業率の変動の要因を調へてみよう 。

１　増加率の逐次寄与度分解法

　まず増加率の逐次寄与度分解法の意義を説明しよう 。今全体集団の特性値

Ｚが部分集団の値 ”と〃の積和

　　　　Ｚ＝　”〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１－１）

で表わされるものとする
・１時点に対する・鮪の増加率をク（一妻１１）

，

（１８０）
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丘（一葦１１）・ク（一姜１１）で示すと

　　　　Ｚ。　 工。 以。工１ ひ１

　　　　一：　一一　　　　Ｚ１　　工１ 以１ Ｚ１

　　　　　　 ．　　　　　　　　　工１〃１　　　　 １＋Ｚ“１＋士）（１＋ク）Ｚ
、

　　　　　　 ’　　　　　　　　　工〃１　　　　　　Ｚ司立十ク十切）Ｚ１　　　　　　
（１－ ２）

なお，丘エ１＝ムェ，伽、＝ムひであるから ，（１－２）はまた

　　　　 ’　　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　　　Ｚ刊ム・ ．以１＋ム・ ．工１＋此ム以）Ｚ、　　　　　

（１－ ３）

と書け，実際の計算はこれによると便利である 。（１－２）または（１－３）の右辺

第１項はＺの増加率のうちエの変動による分，第２項は〃の変動に帰し得る

分， 第３項（交絡項）は両者の複合による分を表わすのであるから，それらを

Ｚの増加率に対する寄与度と言う 。故に ，（１－ ２），（１－３）はＺの増加率の寄与

度分解式である 。

　しかし，交絡項の存在はエとひの寄与をあいまいにし，結果をわかり難く

する欠点がある。多くの場合交絡項はＯに近い値になり省略しても差支えない

のであるが，それを無視し得ない場合もあるので，交絡項を消去する方法によ

るのが望ましい。そこで，（１－３）の交絡項を２等分して第１項と第２項に加え

ると

軸十ザツ
ザ（・眺州一ザ（・舳一眺）

　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　一　〃１＋晩
　　　　　　　　　　　　＝ム”・ひ　　但し，〃：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２

同様にして

　　　　　　　　此・～＿　 一　　　一工
１＋”・

　　　　ム〃 ・Ｔ。十　　　一ム〃 ・エ 　　但し，”＝
　　　　　　　　　２　　　　　　　　　　　　　　　２

　　　　　　 ・　　　　　一　　　一　１
　　　　　　Ｚ刊ムエ’けムひ ．工）Ｚ、　　　　　　

（１－４）

となり ，交絡項のない寄与度分解式が得られた 。（１－３）と（１－４）の比較から
，

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８１）
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エの増分には〃の平均を，そして〃の増分にはエの平均をウエイトとして乗

ずることによっ て， 交絡項を消去し得ることがわかる 。

　以上はＺの増加率の場合であるが，Ｚの増分（差）が問題である時は ，

ＺＺ。＝ムＺより ，（１－３）及び（１－４）の両辺にＺ１を乗ずるとＺの増分の寄与

度分解式が得られる。すなわち

　　　　ムＺ：　（ムェ ・以１＋ム〃 ・”１ ＋ム”・ム〃）　　　　　　　　　　　　（１－５）

　　　　　　＝日ムエ・以十～・工）　　　　　　　　　　　（１－６）

　次に，Ｚが部分集団の３個の値 エ， 〃， 〃の積和

　　　　Ｚ＝　〃ｏｏ 　　　　　　　　　　　　　　　（１－７）

の時は

　　　　Ｚ。　 ”。 〃。６０。”１ 以１〃１

　　　　　＝　一
　　　　Ｚ１　　工１ 〃１〃１　Ｚ１

　　　　　　 ・　　　　　　　　　　　　　工〃
１６０１

　　　　１＋Ｚ＝ 　（１＋土）（１＋ク）（１＋あ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｚ。

　　　　　 ・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工１
以１勿０１

　　　　　Ｚ＝刀（丘十ク十あ十丘ク十丘あ十クあ十立クあ）　　　　　　　　　（１－８）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｚ１

となり ，交絡項が４個生ずる。そこで先に行った均等分割のやり方で交絡項を

消去すると

　　　　 ・　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　　　Ｚ“ム・．０＋ム・．Ｐ＋”Ｑ）万　　　　　

（１－９）

　　　　　　　　　１
　　　　但し，０＝　　（〃１＋〃

２）（６０１ ＋６０２）十〃。〃１＋４。〃２
　　　　　　　　　６

　　　　　　　　　１　　　　　　　Ｐ：　　（工１ ＋”２）（６０１ ＋勿ｏ２）十”１〃。 十工２６０２
　　　　　　　　　６

　　　　　　　　　１
　　　　　　　Ｑ＝万（・１ ＋・・）（以１＋〃・）十・１ 以１＋刎・

であ って（証明は略する），ウエイトが複雑になり実用に適さないと思われる 。

この難点は次の様にすることによっ て回避し得る。すなわち，（１－７）を次の様

に２個の変数の積の式に書き換える 。

（１８２）
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　　　　Ｚ：　舳　　　　　　　　　　　　　　　　（１－１０）

　　　　但し，ｏ＝〃

まずＺの増加率を寄与度分解すると ，（１－４）より

　　　　 ・　　　　　一　　　　一　１　　　　Ｚ＝ 　（ム ｏ・ 也ｏ＋ムむｏ・ｏ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１－１１）
　　　　　　　　　　　　　　Ｚ１

次に ｏの増分を寄与度分解すると ，（１－６）より

　　　　ムぴ：ムェ・ひ十ムッ・エ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１－１２）

（１－１２）を（１－１１）に代入すると

　　　　 ・　　　　　一　　　一一　　　　一　１　　　　Ｚ：）］（ムェ・以十ムッ ・エ）む〇十ム也ｏ ・ｏ　　　　　　　　　　　　　　（１－１３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｚ１

（１－１３）の右辺第１項はＺの増加率に対するエの寄与度，第２項はツの寄与

度， 第３項はｏｏの寄与度であり ，交絡項を含まないＺの増加率の寄与度分解

式が得られた 。

　また，Ｚが部分集団の４個の値の積和

　　　　Ｚ＝　〃舳　　　　　　　　　　　　　　　（１－１４）

の場合は，これを２個の変数の積の式に書き換えて

　　　　Ｚ＝　伽　　　　　　　　　　　　　　　（１－１５）

　　　　但し，戸＝ｏ〃

　　　　　　　ｏ＝工〃

とし，まずＺの増加率の寄与度分解式を求め，次に戸の増分を寄与度分解し

てそれに代入し，最後に ｏの増分の寄与度分解を代入することによっ て， 交

絡項を含まないＺの増加率の寄与度分解式

　　　　 ・　　　　　　一　　　　一一一　　　　一一　　　　一　１
　　　　Ｚ：　（ムェ・ツ十ム以 ・エ）〃のｏ＋ム〃 ・ｏｏｏ＋ムのｏ・戸　　　　　　　　（１－１６）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｚ１

が得られる 。（１－１３），（１－１６）の右辺の ｏ， 戸は便宜上定義した変数であるか

らｏ： 〃， 戸＝ｏ〃で書き換えねばならないが，集団特性値の増加率の寄与度

分解の場合は 四， 戸自体が部分集団の特性値となり有意義であるから，その必

要はないのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８３）
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　以上はＺの増加率の場合であるが，Ｚの増分の寄与度分解式もこれと同様

にして導くことができ ，それは（１－１３）または（１－１６）の両辺にＺ。を乗じた

ものである 。

　この様にして交絡項を消去した寄与度分解式を求める方法を我々は逐次寄与

度分解法（ ｌｔ…ｔ・…　ｍ１ｙ・１・ｏｆ・ｏｎｔ・１ｂｕｔ１０ｎｔ０・ｈ・ｎｇ・）と呼ぶことにする。逐次寄

与度分解法の特徴並ぴに問題点については具体的な事例に即して述べる方がわ

かり易いので，以下完全失業率の差の場合で説明する 。

２　完全失業率の差の逐次寄与度分解

昭和・１年の完全失業率（一議競鴛数）は・…であ って，・・年よ１も・１・

ポイント上昇した。それは男または女のどの年齢階層の失業率の増加によるも

のであるか，を明らかにすることは失業状態の特徴を知る上で必要である。次

にその分析の方法を説明しよう 。

　まず，必要な記号を次の様に定めることにする 。

労働力人口　完全失業者数　　完全失業率　　労働力人口の割合

総　　　　　数　　　Ｌ　　　　　　＾

男女別　Ｌ。　　ん

年齢別　Ｌ。　　ん
男女 ・年齢別　　 一Ｌ〃 　　　　ん

男（女）の年齢別

　　＾
ｏ＝丁

　　ん　　　　　　　　Ｌ
・ＦＴ　　　　 ４ＦＴ

　　ん　　　　　　　　Ｌ１
・・＝万　　　　

４・＝

丁
　　ん。　　　　　　　Ｌ〃
ｏ・＝

、、　　
４・＝

Ｔ
　　　　　　　　　　Ｌ〃
　　　　　　　　 ２３＝

。

　完全失業者を集団性「男女」と「年蛉」をクロスして分類する時は＾

＝　　ハ ユ。 であるから，完全失業率は
　‘　ｊ

　　　　　　＾　　　んＬ〃
　　　　・＝丁＝再瓦丁：鼎

・・４・

　　　　　
（２－１）

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８４）
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従っ て， １時点に対する２時点の完全失業率の差は（１－６）より

　　　　此＝　汀此 、、

４．、

十〃 。、ｏ。、）　　　　　　　　（２－２）

（２－２）は完全失業率の差の男女 ・年齢別寄与度分解式であ って，右辺第１項は

男女 ・年齢別失業率の変化の寄与を表わし，第２項は労働力人口の男女 ・年齢

別割合の変化の寄与を示している 。

　しかし，労働力人口の男女 ・年齢別割合４ 、ゴ は

　　　　　　Ｌ‘ガ　エ‘グＬ ‘
　　　　 ４・＝ ＝工。丁：似　　　　　　　　

（２－３）

　　　　　　Ｌ ‘。

一Ｌ

。

　　　　　： ，Ｌ： ”・

すなわち，男（女）の年齢別割合４３と男女別割合４、との積，または年齢階層

毎の男女別割合〃と年齢別割合４。との積である。従 って（２－２）の第２項は

労働力人口の男女構成の変化と年齢構成の変化との複合の寄与であるから，両

者を分けてそれぞれの寄与を求める方がより正確に労働力人口の構造変化の影

響を知り得るであろう 。そのためには完全失業率を

　　　　　　Ａ　　　　んｊ　Ｌ〃 Ｌ‘
　　　　 ・＝丁＝再Ｌ”Ｌ．Ｌ一亭恥肌　　　　　

（２－４）

とすればよく ，その時はｏが３つの変数で決まることになるから，逐次寄与度

分解法によらねばならぬ。まず（２－４）を２個の変数の積の式に書き換之ると

　　　　ドルユム　　　　　　　　　　　　　　（２－５）

　　　　但し ，ｏ‘＝　ｏ〃４３

ところが

　　　　　　　　　んｊ　Ｌむ　ん
　　　　恥 ４３：再。、 Ｌユ＝ 。：の 　　　　　　

（・一・）

すなわち男女別失業率であるから ，（２－５）は

　　　　ド肋‘ム　　　　　　　　　　　　　（２－７）

　　　　但し，０Ｆ　ｏ〃３　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２－８）

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８５）
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（２－７）は完全失業率の男女別構造を示しており ，（２－８）は男（女）の失業率の

年齢別構造を表しているから，逐次寄与度分解は手続き的には，まず完全失業

率の差の男女別寄与度分解式を求め，次に男（女）の失業率の差の年齢別寄与

度分解式を導き，それを削者に代入すれぱよいことになる 。

　そこで，完全失業者を集団性「男女」で分類するとＡ＝　んであるから ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘
完全失業率は

　　　　　　＾　　んム　　　　 ・一丁一玩丁一砕ム　　　　　　
（２－９）

１時点と２時点の差は（１－６）より

　　　　此＝Ｈ此
、４、十〃、ｏ、）　　　　　　　　　　（２－１０）

（２－１０）は完全失業率の差の男女別寄与度分解式であ って，右辺第１項は男女

別失業率の変動の寄与を表わし，第２項は労働力人口の男女別割合の変化の寄

与を示す 。

　次に，男（女）の失業者を「年齢」で分類すると ，ん：　んであるから ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｊ
男（女）の失業率は

　　　　　　ん　　　んゴＬ〃
　　　　 ・Ｆ。、一賦丁一恥

４１

　　　　　
（２・１１）

１時点と２時点の差は（１－６）より

　　　　 ムｏ。＝ 　（ムｏ、ゴ乃十ム４厄、、）　　　　　　　　　　　　　　　　　（２－１２）

　　　　　　　３

（２－１２）を（２－１０）に代入すると

　　　　此“Ｈ此、乃十〃１一 。、厄、十別２
、一

。　　　　（２－１３）
　　　　　　　‘　Ｊ　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

（２－１３）は完全失業率の差の男女 ・年齢別寄与度分解式であ って，右辺第１項

は男女 ・年齢別失業率の変化の寄与を表わし，第２ ，第３項は労働力人口の構

成割合の変化の寄与を示すのであるが，第３項は男女別割合の変化の寄与であ

り， 第２項は男（女）の年齢別割合の変化の寄与である 。

（１８６）
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３　逐次寄与度分解法の特徴

　（１）前節で集団性「男女」と「年齢」を要因として失業率の差を寄与度分解

する場合，まず男女別寄与度分解式を導き，次に年齢を追加して男女 ・年齢別

寄与度分解式を求めたのであるが，更に集団性を追加してより多くの要因によ

る寄与度分解式を得ることが出来る 。

　今集団性「教育」を追加して完全失業率の差の男女 ・年齢 ・教育別寄与度分

解を行うものとする。男女 ・年齢別の完全失業者と労働力人口を「教育（最終

学歴）」で分類する（それをんで表わす）と ，＾ 、。：　＾ 、。ん， Ｌ、。＝　Ｌ 、ゴん であるか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ん　　　　　　　　　　　　ん
ら

　　　　　　んｊ　　んルＬ舳
　　　　・・＝ ”＝亭Ｌ

”ん
Ｌ”＝亭・舳〃

　　　　　　△ｏ〃＝　（ムｏ舳４差十ム４冒ｏ舳）

　　　　　　　　　ん

これを（２－１３）に代入して

（３－１）

（３－２）

　　　　ムｏ＝　　　（ムｏ肋２冒十ム４薫ｏ洲）４３＋ム４３ｏ〃 ム十　ムム ｏ‘　（３－３）
　　　　　　　５　ｊ　　ん　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

（３－３）の右辺第１項は男女 ・年齢 ・教育別失業率の変化の寄与を表わし，第２

～第４項は労働力人口の構成割合の変化の寄与を示すのであ って，第４項は男

女別割合の変化による分，第３項は男（女）の年齢別割合の変化による分，第

２項は男女 ・年齢別グループ毎の教育別割合の変化による分である 。

　（２）追加した集団性が分母の労働力人口には適用し得ない場合は，追加の集

団性に関する労働力人口の構成割合の変化の寄与を表わす項が生じない
。

　労働力調査では完全失業者を主にする仕事希望と傍にする仕事希望とに分類

しているので，完全失業率の差の男女 ・年齢別寄与度分解に集団性「希望の仕

事の主傍」を追加するものとしよう 。この集団性によっ て失業者は分類し得る

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８７）
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が労働力人口は分類出来ないから，希望の仕事の主傍別をんで表わすと，ん

＝　＾ 、、比 であり ，希望の仕事の主傍別失業率は＾ 、。比 をＬ ユゴ で除して求めざる
　先　　　　　　ん〃
を得ないからｏ舳＝Ｌ”である。従って

　　　　　　ん。　　ん〃　　　　 ・・一瓦一荷”＝
亭・舳

　　　　　　
（３－４）

１時点と２時点の差は

　　　　ムｏ。＝　ムｏ舳 　　　　　　　　　　　　　（３－５）
　　　　　　　比

（３－５）を（２－１３）に代入すると

　　　　 ムｏ＝　　（　ムｏ 。、２３＋ム４厄
、、）フ

、十　ム４
。石。　　　　　　　　　（３－６）

　　　　　　　；　ゴ　比　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

（３－６）は完全失業率の差の男女 ・年齢 ・希望の仕事の主傍別寄与度分解式で

あっ て， 右辺第１項は男女 ・年齢 ・希望の仕事の主傍別失業率の変化の寄与で

あり ，第２ ，第３項は（２－１３）の第２ ，第３項と全く同じであるから，第３項

は労働力人口の男女別割合の変化の寄与，第２項は男（女）の年齢別割合の変

化の寄与を表わす 。

　（３）組合せる集団性は同じものであ っても ，集団性追加の順序が違うと得ら

れた寄与度分解式は第２項以下が異なったものになることに注意すべきである 。

　（２－１３）は集団性「男女」に「年齢」を追加して得た男女 ・年齢別寄与度分

解式であるか，それを集団性「年齢」に「男女」を追加して求めると次の様で

ある。まず，完全失業者を「年齢」によって分類すると＾＝　んであるから ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１
完全失業率は

　　　　　　＾　　ん
一Ｌ

．

　　　　 ｏ＝一＝　　　＝　ｏル　　　　　　　　　　（３－７）　　　　　　Ｌ　 ゴＬｊ　Ｌ　 ゴ

　　　　　　此＝Ｈムｏ． ４。十〃。ｏゴ）　　　　　　　　　（３－８）

（３－８）は完全失業率の差の年齢別寄与度分解式であ って，右辺第１項は年齢別

失業率の変化の寄与を表わし，第２項は労働力人口の年齢別割合の変化の寄与

を示している。次に，年蛉階層毎の失業者を「男女」によっ て分類するとん

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８８）
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＝　ん‘であるから，年齢別失業率は

　　　　　　ん　　　ん‘Ｌ力
　　　　 ・・： 、：再、。 Ｌ、：～・・４１ 　　　　　　

（３－９）

　　　　　　山Ｆｎムｏゴ〃十ム伽。‘）　　　　　　　　（３－１０）

（３－１０）を（３－８）に代入すると

　　　　 ムｏ＝　　（ムｏ 、。４言十ム４畑 、。）４、十　ム４ゴｏ、　　　　　　　　　　（３－１１）
　　　　　　　ゴ　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ

（３－１１）は完全失業率の差の年齢 ・男女別寄与度分解式であ って，右辺第１項

は年齢 ・男女別失業率の変化の寄与を表わし，第２ ，第３項は労働力人口の構

成割合の変化の寄与を示すのであるが，第３項は年齢別割合の変化の寄与，第

２項は年齢階層毎の男女別割合の変化の寄与である
。

　（４）寄与度分解式は集団性組合せの順序に無関係な式に修正することができ
，

理論的にはそれの方が優れている 。

　（２－１３）の第３項と（３－１１）の第２項はどちらも労働力人口の男女別割合の

変化の寄与を表わしている。しかし，男女別割合４、は

　　　　　　Ｌ立　Ｌ〃Ｌ５
　　　　 ４ＦＬ＝写丁工：写〃・　　　　　　

（３－１２）

であ って，年齢別割合４ｊと年齢階層毎の男女別割合〃とによっ て決まるから ，

（２－１３）の第３項は年齢構成の変化の影響をも含んだ男女別割合の変化の寄与

を示すのに対して，（３－１１）の第２項は年齢構成の変化の影響を除いた，従 っ

てより純化された男女別割合の変化の寄与を表わすのである。同様のことが

（２－１３）の第２項と（３－１１）の第３項についても言える。年齢別割合４。は

　　　　　　
一Ｌ

．　　ＬゴＬ
　　　　 ４・＝ ＝再、Ｌ＝苧似　　　　　　　（３－１３）

であるから，（３－１１）の第３項は男女構成の変化の影響を含む年齢別割合の変

化の寄与であるのに対して，（２－１３）の第２項は男女構成の変化の影響を除い

た， より純化された年齢別割合の変化の寄与である 。

　そこで（２－１３）に（３－１１）の第２項をプラス，マイナスした

　　　　　　　　　　　　　　　　（１８９）
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　　　　ムｏ＝ 　）コ（ムｏ、ゴフ¢。十ム２
厄、■。十ム４如 、ゴ４、）十Ｒ　　　　　　　（３－１４）

　　　　　　‘　ゴ

　　　　但し，Ｒ＝　ム４．ｏｒ　　ム４畑〃４ｊ
　　　　　　　　‘　　　　　　　　‘　ｊ

は， 集団性の組合せの順序に無関係な寄与度分解式となる 。（３－１４）の右辺第

１項は男女 ・年齢別失業率の変化の寄与を表わし，第２項は男女構成の変化の

影響を受げない労働力人口の年齢別割合の変化の寄与，第３項は年齢構成の変

化の影響を免れた男女別割合の変化の寄与を示し，第４項はそれらによっ て説

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
明されない労働力人口の構成割合の変化の寄与を表す。（第４項の値は第１～第

３項の和を此から差引いて求めるとよい
。）

　なお，男女，年齢及び教育の３個の集団性による寄与度分解式（３－３）を集

団性の組合せに無関係な式に修正すると次の様である。すなわち

　　　　 ムｏ＝ 　　　（ムｏ、、んフ穿フ¢、十ム４穿石 。、ん乃フ、十ム４３んｏ 。、ん仰ム
　　　　　　　‘　ｊ　ん

　　　　　　　　　　　　　　　 十〃｛んｏ舳批４。）十Ｒ　　　　（３－１５）

（３－１５）の右辺第１項は男女 ・年齢 ・教育別失業率の変化の寄与を表わし，第

２項は男女 ・年齢構成の変化の影響を受けない労働力人口の教育別割合の変化

の寄与，第３項は男女 ・教育構成の変化の影響を免れた年齢別割合の変化の寄

与， 第４項は年齢 ・教育構成の変化から独立の男女別割合の変化の寄与を示し ，

第５項はそれらによっ て説明されない労働力人口の構成割合の変化の寄与を表

わす 。

　以上の説明から明らかな様に，集団性の組合せの順序に無関係な式は集団性

毎の労働力人口の構成割合の変化の寄与をより純化して表わし得るから，寄与

度分解式はそれに修正して用いるのが望ましいであろう 。しかし，労働力人口

の男の割合の増加は女の割合の同じ大きさの減少であり ，且つその変化は短期

的には極く僅かであるから，（２－１３）の第３項の（純化されない）男女別割合の

寄与度の和は非常に小さい値になるのか普通であり ，同様に（３－１４）の第３項

の年齢の影響を除いた男女別割合の寄与度の和も小さい値であ って，それを計

算するメリツトはないと言ってよいであろう 。そこで，純化されない寄与度の

　　　　　　　　　　　　　　　　（１９０）
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和か非常に小さい値になる集団性を最初に用いて逐次寄与度分解を行うならは
，

集団性の組合せの順序に無関係な式によらなくとも ，実際上十分な寄与度分解

が行えるであろう 。

　（５）集団性の追加の順序が違う（２－１３）の第１項と（３－１１）の第１項は，同

じく男女 ・年齢別失業率の変化の寄与を表わすのであるが，その値は正確には
　　　　　　　　２）
一致しないのである。しかし，短期間では労働力人口の構成割合の変化は僅少

のために計算結果の差は無視し得る程度であり ，実際上は同じ値になるのが普

通である。これと同じことが逐次分解法によらないで求めた男女 ・年齢別寄与

度分解式（２－２）の第１項についても言え，その値は厳密には（２－１３）ないし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
は（３－１１）の第１項と一致しないのであるか，実際上は同じ値になる場合が多

い。

４　逐次寄与度分解表の見方

　以上完全失業率の差の場合で逐次寄与度分解法を説明したので，次にその結

果の見方を説明しよう 。円局不況の年てあ った昭和６１年の完全失業率は２７７％

で， ６０年よりもＯ．１６ポイント増加した。それに対する男女，年齢及び希望の仕

事の主傍別寄与度を調べてみよう 。

　まず，男女別寄与度を（２－１０）によっ て計算すると表１のとおりであ って ，

完全失業率の増加０．１６ポイントのうち男女別失業率の変化の寄与は０．１６（（１）

欄），労働力人口の男女別割合の変化の寄与はＯ．００（（２）欄）であ って，ほとんど

すべてが失業率の変化によるのである 。

　失業率の変化の寄与を男女別に見ると男がＯ．１Ｏ，女がＯ．０６で男の寄与の方が

大きい。しかし，このことから失業率の差そのものが男は女よりも大きいとは

必ずしも言えないことに注意しなければならない。なぜならば，寄与度はムｏ、

とムの積であり ，此‘は小さくともウエイトのムが大きげれば寄与度は大き

くなるからである。表１の場合山、は男も女もほとんど同じであるから，寄

　　　　　　　　　　　　　　　　（１９１）
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表１　完全失業率の差の男女別寄与度分解（昭和６１年）　（単位％）

完全失業率 人数割合

の寄与度 の寄与度
ム０‘

一ム
〃‘

一０‘

（１） （２） （３） （４） （５） （６）

男 ０． ０９５ 一０．００２ ０． １５８ Ｏ． ６０２ 一０．０００８ ２． ６６５

女 Ｏ． ０６２ Ｏ． ００２ Ｏ． １５７ ０． ３９７ Ｏ． ＯＯ０８ ２． ７４０

計 ０． １５７ Ｏ． ０００

０． １５７ （備考） （１）＝（３）×（４） （２）：（５）×（６）

与度の違いはムの差によるのである。次に人数割合の変化の寄与は男一〇 ．ＯＯ ，

女Ｏ．ＯＯである。男の人数割合の増加は女の割合の同じ大きさの減少であり ，

〃‘ は符号の異なる同じ値であるから，男と女の寄与度の違いはウエイトの

ｏ。 の差によるのである。表１では吻は女の方が若干高いか〃‘が微小のため ，

寄与度は符号の違う同じ値にな った 。

　寄与度の符号は，ウエイトムまたは吻が正であるから，〃‘または〃‘の

符号によっ て決まり ，従って寄与度のプラス（マイナス）は失業率または人数

割合が増加（減少）したことを表わす。この場合失業率の増加（減少）は失業

者数が多くな った（少なくなった）ことを示すとは限らない点に注意すべきで

ある。なぜならば，失業者数は減っても分母の労働力人口がそれ以上の率で減

少すれば失業率は上昇し，逆に失業者数はふえても労働力人口かそれ以上のテ

ソポで増加すれぱ失業率は低下するからである。同様に労働力人口の男女別割

合の増加（減少）は男（女）の人数そのものの増加（減少）とは限らないのであ

る。 それは，男（女）の人数は減っても総数がそれ以上の速さで減ると人数割

合は増加し，男（女）の人数は増加しても総数がそれ以上の率でふえると人数

割合は減少するからである 。

　次に，男女 ・年齢別寄与度を（２－１３）によっ て計算すると表２の（３）～（５）欄の

とおりであって ，表１の（１）欄が表２の（３）欄と（４）榊こ分れたのである。それによ

ると完全失業率の増加Ｏ．１６ポイソトに対する男女 ・年齢別失業率の変化の寄与

はＯ．１４（（３）欄），労働力人口の男女別割合の変化の寄与はＯ．００（（５）欄），年齢別

割合の変化の寄与はＯ．０２（（４）欄）である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１９２）
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　（３）欄を年齢階層別に見ると男は４０～５４歳と２０～２４歳，女は４０～５４歳が大きく
，

この３つの寄与度の和はＯ．０８で完全失業率の増加Ｏ．１６ポイントの半分を占めて

いる。その他の年齢階層も大部分がＯ．０１の寄与度であり ，完全失業率の増加は

少数の年齢階層の失業率の上昇によるものではないことがわかる 。（３）欄は

ムｏ〃と４３及びムの積であるから（８）（９）欄より ，男の２０～２４歳の寄与度が大き

いのはムｏ〃 が大きいことによるのであるが，男と女の４０～５４歳はウエイト４３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
が大きいために寄与度が大きくな ったのであり ，また女の１５～１９歳はムｏ〃 は

大きいが２３が小さいので寄与度が小さくなったことがわかる。なお，ムは男

０， ６０２，女Ｏ．３９７（表１（４）欄）であるから，他の条件が同じならぱ女の寄与度は

男の寄与度よりも小さくなる。次に，（４）欄を年齢階層別に見るとどれも寄与度

の値が小さいが，（４）欄は〃３とｏ〃 及びムの積であるから¢◎帥欄より ，それ

は〃３が微小なためであることがわかる。そして，ある年齢階層の人数割合

が増加すると他の年齢階層の割合が減少するからマイナスの寄与度が必ず現れ ，

寄与度を合計するとプラス，マイナス相殺されて小さい値になる 。

　最後に，男女 ・年齢別寄与度分解に集団性「希望の仕事の主傍」を追加する

と， （３－６）の右辺第１項の計算により表２の（３）欄が（１）欄と（２）欄に分れた 。（（１）

～（３）欄の同一年齢階層の寄与度はウエイトが同じであるから，寄与度の値の違いは失業

率の差の違いに比例する 。）

　これを年齢階層別に見ると ，主にする仕事希望者（主希望者）の寄与度（（１）

欄）は，男は４０～５４歳，５５～６４歳，２０～２４歳，女は３５～３９歳，３０～３４歳，２０～

２４歳が大きい。これに対して傍にする仕事希望者（傍希望者）の寄与度（（２）欄）

は， 男は２０～２４歳，女は１５～１９歳が大きいのみであり ，且つマイナスの寄与度

が多い。従って，主希望者の寄与度の和はＯ．１１（男Ｏ．０６，女Ｏ．０６），傍希望者の

寄与度の和はＯ．０３（男Ｏ．０２，女Ｏ．０１）であ って，主希望者の寄与が主力である 。

主希望者の女の寄与度は男と同じＯ．０６であるが，（１）～（３）欄はウエイトムの関

係で女が小さくなるのが普通であることから，女の方か失業率の増加が大きい

ことがわかる。なお，（３）欄の寄与度が大きい男の４０～５４歳は主希望者の寄与が

ほとんどであるが，男の２０～２４歳と女の４０～５４歳は主希望者と傍希望者の寄与

　　　　　　　　　　　　　　　　（１９４）



　　　　　　　　　　　増加率の逐次寄与度分解法（関）　　　　　　　　　　　５７

が半 々である 。

　以上の説明から明らかな様に，グループ間で寄与度の値を比べる時はウエイ

トの違いを考慮に入れて見なければならないのであるが，その資料は与えられ

ていないのか普通である。しかし，ウエイトの値が年によっ て大きく変る場合

は少いから毎年の資料は必要でなく ，最近の年の値によれぼ実際上は十分であ

ると考えられる 。

５　総合失業率の差の寄与度分解

　１　我国の失業動向の指標として労働力調査の完全失業者数（または完全失

業率）か用いられるのであるか，労働力調査てはその外に失業的階層として就

業者のうちの転職希望者と追加就業希望者がとらえられており ，それらは求職 ，

非求職に分けて表示されている。高度経済成長が終り低成長期に入ると構造的

不況の業種や企業がふえ，企業内の労務構成の高齢化，ＯＡ，ＦＡ機器の導入

等とあいまって転職希望者が次第に増加し，経済のサ ービス化の進展や最近の

内需主導型経済への構造転換の進行はこの傾向を助長すると思われる。そして ，

経済活動の景気的繁閑に対して企業は最初は人員の増減てなく労働時間の延長 ，

短縮で対応するから，景気変動に応じて追加就業希望者の増減かみられる。完

全失業者は顕在失業の動きを示す指標であり ，転職希望者，追加就業希望者は

潜在失業の動向の指標とみることが出来る。そこでこれらの失業的階層の合計

を労働力人口で除したものを総合失業率とし，総合失業率の増減かとの失業的

階層の変化によっ てもたらされたかを分析することは，我国の失業の動向を統

計的に把握する上て有意義であると考える。次に総合失業率の差の寄与度分解

の仕方を説明し，それによっ て昭和５８年以降の総合失業率の増減の要因を調へ

てみよう 。

　その場合必要な記号で前節に述べたもの以外を次の様に定めることにする 。

（１９５）
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総　　　　数

男　　女　　別

産　　業　　別

男女 ・産業別

男（女）の産業別

就業
者数

〃

必

〃ん

〃伽

立命館経済学（第３７巻 ・第２号）

割　合　　　転職希　希望率
　　　　　　望者数

　　　　　　　　　　　　Ｂ
　　　　　　Ｂ　　　ｂ：一一
　　　　　　　　　　　〃
　　〃　　　　　　　　　凪
帆Ｆ万　　

Ｂｌ

　ｂＦ瓦
　　〃此　　　　　　　　Ｂん
肌＝ 　　ム　　 わＦ瓦
　　〃舳　　　　　　　　Ｂ舳
ｍ伽＝ 　　 Ｂ舳 　ｂ仇＝

、ん

　‘＿〃伽
ｍｒ〃、

今総合失業率を〃で表わすと

　　　　ハ十Ｂ＋Ｃ　Ａ　Ｂ〃　　Ｃ〃
　　　〃＝　　　　　　＝　十　　一十
　　　　　　Ｌ　　　Ｌ　〃Ｌ　〃Ｌ

　　　　　　　　　＝０＋Ｍ〃十Ｃ４〃

追加就業
希望者数

　Ｃ

Ｃ‘

Ｃん

Ｃ伽

希望率

　　Ｃ
Ｃ＝
亙

　　Ｃ ‘
ＣＦ瓦
　　Ｃ ん
Ｃん：

亙
　　Ｃ舳
Ｃ舳＝

、ん

（４－１）

但し・
・（一告）は労働力人口に占める就業者数の割合である

。・の１時点と

２時点の差は（１－６）より

　　　　山＝ムｏ＋（舳 ・４。十〃。・ ｂ）十（ムｃ ・４。十ム４ 。・ ｃ）　　　　（４－２）

（４－２）は総合失業率の差の寄与度分解式であ つて，右辺第１項は完全失業率の

寄与，次のかっこ内は転職希望率の寄与，最後のかっこ内は追加就業希望率の

寄与である。そして，かっこ内の最初の項は転職（または追加就業）希望率の変

化の寄与を表わし，次の項は就業者数割合４。の変化の寄与を示す 。

　円局不況の昭和６１年の総合失業率は１２６９％であ って，６０年よりも０４０ポイ

表３ 　総合失業奉の差の寄与度分解（昭和６１年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位％）

失業率 ・希望 就業者数
率の寄与度 割合の寄与度

合　　計
（１） （２） （３）

完全失業率
Ｏ． １５７ ０． １５７

転職希望率
０． １３４ 一０．０１０ ０． １２４

追加就業希望率 ０． １２１ 一０．Ｏ０５ Ｏ． １１５

合　　　計
０． ４１４ 一０．０１５ Ｏ． ３９８

（１９６）
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１■ト上昇した。（４－２）によっ てこれに対する完全失業率，転職及び追加就業希

望率の寄与度を計算すると表３のとおりであ って，失業率や希望率の変動の寄

与（（１）欄）は完全失業率がＯ．１６，転職希望率がＯ．１３，追加就業希望率がＯ．１２ ，

合計Ｏ．４１であるが，就業者数割合の変動の寄与（（２）欄）が一〇．０２のために総合

失業率ぱＯ．４０ポイソトの増加とた ったことがおかる 。

　完全失業者は男女 ・年齢別に分類され，また希望の仕事の主傍別に示されて

いる。転職希望者と追加就業希望者は男女 ・産業別に分類され，更に求職 ・非

求職別に分げられている。そこで総合失業率の差山に対するこれらの要因別

の寄与度を求めることが有用である。（４－２）の第１項より完全失業率の差此

が直ちに山に対する寄与度になるから，前節で説明した完全失業率の差の要

因別寄与度分解の結果をそのま 二利用すればよい。転職希望率と追加就業希望

率については，（４－２）の第２項と第４項よりその差舳，ムｃに４。 を乗じたも

のが山に対する寄与度であるから，まず此，ムＣの要因別寄与度分解を求

めなけれぽならない 。

　２ ．舳，ムｃの要因別寄与度分解式は此の寄与度分解式と同じであ って ，

○をｂまたはＣに換え，労働力人口の割合名を就業者の割合仰に直せはよい

だけである。まず，転職希望率の差を集団性「男女」で寄与度分解する場合は ，

（２－１０）より

　　　　仙：ｎ〃〃汁ム仙ｂゴ）　　　　　　　　　　　（４－３）

である。（４－３）の右辺第１項は男女別転職希望率の変化の寄与を表わし，第２

項は就業者の男女別割合の変化の寄与を示している。次に集団性「産業」を追

加した男女 ・産業別寄与度分解式は，（２－１３）において年齢を産業に読み換え

れぱよいから

　　　　舳＝　汀舳 。ん淋十ム淋６
。ん）仰。十　ム仰 しｂ。　　　　　（４－４）

　　　　　　　‘　ん　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

である。（４－４）の右辺第１項は男女 ・産業別転職希望率の変化の寄与を表わし ，

第２ ，第３項は就業者の割合の変化の寄与を示しており ，第３項は男女別割合

（１９７）
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の変化の寄与，第２項は男（女）の産業別割合の変化の寄与である。更に集団

性「求職 ・非求職」を追加する時は，この集団性では転職希望率の分子は分類

できるが分母は分類し得ない点で完全失業率の場合の集団性「希望の仕事の主

傍」と同じであるから，（３－６）の希望の仕事の主傍を求職 ・非求職に読み換え

れぼよい。従 つて

　　　　ム６＝ 　　（）］ムわ。眺仰え十ムｍ肋ユん）ｍ、十　ム仰 。６。　　　　　　　（４－５）
　　　　　　　‘　ん　　応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

（４－５）の右辺第１項は男女 ・産業 ・求職非求職別転職希望率の変化の寄与を表

わし，第２ ，第３項は（４－４）の場合と同じである 。

　以上の（４－３）～（４－５）に４。を乗ずると総合失業率の差に対する転職希望

率の寄与度が得られる 。

　表３（１）欄の転職希望率の寄与度Ｏ．１３を（４－５）を用いて男女 ・産業 ・求職非

求職別寄与度に分解すると表４のとおりである。この場合農業，林業，漁業 ，

鉱業及ぴ公務（他に分類されないもの）は転職希望者数か少ないのて一括して

「その他」とした。そして ，（本稿の最後で述べる）データの補正をこの部門で行

った場合が多く従ってその寄与度は精度に問題があると考えられるので，「そ

の他」は考察の対象にしないことにする。さて表４によると転職希望率の寄与

度Ｏ．１３は，男女 ・産業別転職希望率の変化の寄与Ｏ．１２（（３）欄）と就業者の男女

別割合の変化の寄与 一〇．ＯＯ（（５）欄），産業別割合の変化の寄与Ｏ．０２（（４）欄）に

分解される。そして求職者の寄与度はＯ．０７（男０ ．０９，女 一０．０２）（（１）欄），非求職

者の寄与度は０．０５（男Ｏ．０２，女０．０３）（（２）欄）であ って，男の求職者が急増した

ことがわかる。これを産業別に見ると求職者は男の電気 ・運輸業，卸小売 ・金

融業，製造業，女の電気 ・運輸業，サービス業の寄与度が大きく ，非求職者は

男の電気 ・運輸業と女の卸小売 ・金融業の寄与度が大きい。電気 ・運輸業はウ

エイト机が小さいから転職希望率が急増したことがわかり ，それは国鉄民営

化に伴う雇用不安によるものと考えられる。また男の卸小売 ・金融業と製造業

はウエイトがほぽ同じであるから，卸小売 ・金融業の方が製造業よりも求職者

の転職希望率の増加はず っと大きいことかわかる（（６）～（８）欄参照）。 次に就業老

　　　　　　　　　　　　　　　　（１９９）
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の産業別割合の寄与度は　般に小さいが，それは産業別割合の変化が僅かなた

めであり（（９）欄），また合計するとブラス，マイナス相殺されて小さい値にな

ることは，表２の労働力人口の年齢別割合の寄与度と同じである 。

　追加就業希望率の差の寄与度分解式は（４－３）～（４－５）において６を ｃに書

き換えることによっ て得られ，それに４。を乗ずると総合矢業率の差に対する

追加就業希望率の寄与度が求められる 。

　表３（１）欄の追加就業希望率の寄与度Ｏ．１２を（４－５）によっ て男女 ・産業及び

求職非求職別寄与度に分解すると表５のとおりである。それによると男女 ・産

業別追加就業希望率の変化の寄与はＯ．１１（（３）欄）であり ，就業者の男女別割合

の変化の寄与はＯ．ＯＯ（（５）欄），産業別割合の変化の寄与はＯ．Ｏ１（（４）欄）である 。

そして求職者の寄与度は００２（男Ｏ　Ｏ１，女Ｏ　Ｏ１）（（１）欄），非求職者の寄与度は

０１０（男Ｏ０６，女Ｏ０４）（（２）欄）であ って，転職希望率の場合と違って非求職者

の寄与が主力にな っている。産業別に見ると求職者は男及ぴ女の卸小売 ・金融

業の寄与度が大きく ，非求職者は男の卸小売 ・金融業，サービス 業， 女のサ ー

ヒス業の寄与度が大きい。なお男の電気 ・運輸業は求職者，非求職者共に追加

就業希望率は大きく増加したが，ウエイトが小さいために寄与度は大きな値に

ならなか ったのである（（６）（７）欄及び表４（８）欄参照）。 次に就業者の産業別割合の

寄与度は非常に小さい値であることは乾職希望率の場合と同じである 。

　３ ．以上円高不況が進行した昭和６１年の総合失業率の増加０４０ポイソトに対

する完全失業率，転職及び追加就業希望率の変化の寄与の方向と程度を調べた

のであるが，次にこれを時間的に観察して，総合失業率の変化に対する失業率 ，

希望率の寄与度が景気変動と共にどの様に推移したかを調べてみよう 。それに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
入る前に日本経済の景気変動を景気動向指数の基準目付で見ると ，昭和５４年の

第２次石油危機の影響で５５年２月を境に景気後退期に入り ，３カ年に及ぶ長期

の不況の後５８年２月を底に景気は回復に向 った。５９年，６０年と景気上昇が続い

たのであるが、６０年９月のプラザ合意（円高，ドル安誘導合意）により ，６０年６

月をピークに再度景気後退が始まっ た。 しかし円局不況は比較的軽微であ って

６１年１１月を底に景気は回復に転じたのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２００）
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表６　総合失業率の推移 （単位％）

総合失業率
完全失業率
転職希望率
追加就業希望率

５７年

１１ ，５９

２， ３５

５， ６７

３． ７８

５８年

１２，５８

２， ６５

６， ２８

３． ９２

５９年

１２ ，４２

２， ７２

６， ２１

３． ７６

６０年

１２，２９

２， ６２

６， ３０

３． ６３

６１年

１２，６９

２， ７７

６， ４４

３． ７６

６２年

１３ ，１１

２， ８４

６， ７３

３． ８４

（資料）総務庁統計局［労働力調査年報’

示

凧
の

山

谷

Ｂ　　　Ｐ　　Ｂ　　　　　Ｐ
５０ ，３　　　５２ ，１５２．１０　　　　　　５５ ．２

Ｂ　　　　Ｐ　　　　Ｂ
５８ ，２　　　　６０ ，６　　　　６１ ．１１

％
７

６

５

４

３

２

総合失業率
　　　　＼ 転職希望率＼

追加就業希望率
　　　　　↓

　　　　ノ
完全失業率

５１５２５３５４５５５６５７５８５９６０６１６２年

１４％

１３

１２総

　合
１１失

　業
１０ 警

９

昭和５０

　さて昭和５０年以降の完全失業率，転職希望率，追加就業希望率及び総合失業

率の推移を見ると図１のとおりであ って，ほぽ逆サイクルの景気的波動を示し

ながら（追加就業希望率以外は）上昇のトレソドがあることがわかる。景気が回

復に向った５８年以降の総合失業率の差の寄与度分解の結果を　表に示したのが

表７であり ，各年の寄与度分解の詳細は表８のとおりである。次にその概要を

見て行くのであるが，人数割合の寄与度は値が非常に小さいのでそれの説明は

省略する 。

　表７の（７）榊こよると ，長期の不況を脱して景気か回復し始めた５８年には総合

失業率は１００ポイ：／トも増加したが，それに対して完全失業率は０２９，転職希

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０２）



　　　　増加率の逐次寄与度分解法（関）

表７　総合失業率の差の寄与度分解の推移

　　６５

（単位％）

失業率 ・希望率の寄与度 人数割合の寄与度
昭

和 求職者非求職者
男女 ・年 年齢 ・

齢・ 産業 産業 男　女 就業者
計

（１）　　（２） （３） （４） （５） （６） （７）

完全失業率
０． ２９ ０． ２９ Ｏ． ０１ 一〇 ．００ ０． ２９

；９

棋磯嘉望奉
Ｏ．

９７　　０ ．２０ ０． ５７ ０． ０１ 一〇．００ 一０ ．０２ ０． ５７

年 追加就業希望率
０．

１４　－０ ．００ ０． １４ ０． ０１ Ｏ． ００ ・０ ．０１ Ｏ． １３

総合失業率
Ｏ．

８０　　０ ．２０
１． ００ Ｏ． ０３ 一０ ．００ 一０ ．０３ １． ００

完全失業率
０． ０７ ０． ０７ Ｏ． ００ Ｏ． ００ ０． ０７

５９

転職希望率 一〇．０２　－０ ．０６ 一０ ．０８ ０． ０１ 一０ １００ 一〇 ．００ 一〇 ．０７

年 追加就業希望率
一０．１０　－０ ．０７ 一０ ．１６ Ｏ． ００ ０． ００ 一〇 ．００ 一０ ．１６

総合失業率 一〇．０５　 －Ｏ ．１３ 一０１１８ Ｏ． ０２ ０． ００ 一０ ．０１ 一〇 ．１７

完全失業率 一〇 ．１０ 一０．１０ 一〇．００ ０． ００ 一０ ．１０

６０

乾職希望率 一〇．０２　　０ ．１１ ０． ０９ 一〇 ．００ 一０．００ ０， ０１ Ｏ． １０

年 追加就業希望率
一〇．０５　－０ ．０７ 一０ ．１３ 一０ ．００ ０． ００ ０， ００ 一０ ．１２

総合失業率 一０，１７　　０ ．０４ 一０ ．１３ 一〇 、０１ ０． ００ ０． ０１ 一０ ．１３

完全失業率
Ｏ． １４ ０． １４ ０． ０２ ０． ００ ０． １６

６１

乾職希望率
０，

０７　　０ ．０５ ０． １２ Ｏ． ０２ 一０ ．００ 一０ ．０１ Ｏ． １２

年 追加就業希望率
Ｏ．

０２　　０ ．１０ ０． １１ ０． ０１ Ｏ． ００ 一０ ．０１ ０． １２

総合失業率
０，

２２　　０ ，１４ ０． ３７ Ｏ． ０５ ０， ００ 一０ ．０２ Ｏ． ４０

完全失業率
０． ０６ ０． ０６ ０． ０１ ０， ００ ０． ０７

６２

乾職希望率
０，

０９　　０ ．２０ ０． ２８ ０． ００ 一０ ．００ 一０ ．ＯＯ ０． ２８

年 追加就業希望率
０，

０２　　０ ．０５ ０． ０８ ０． ００ ０． ＯＯ 一０ ．００ Ｏ． ０８

総合失業率
０，

１７　　０ ．２５ ０． ４２ Ｏ． ０１ ０． ００ 一０ ．０１ ０． ４３

望率はＯ ．５７，追加就業希望率はＯ．１３の寄与度であり ，転職希望率の寄与が非常

に大きい。これを詳しく見ると（表８），完全失業率の寄与度は主希望者が
Ｏ． ２２（男０ ．１５，女Ｏ．０７），傍希望者がＯ．０７（男Ｏ ．Ｏ１，女０．０６）であ って主希望者の

寄与が大きい。主希望者の寄与度は多くの年齢階層においてＯ．０１またはそれ以

上であるが，男は４０～５４歳と３５～３９歳，女は３５～３９歳の寄与度が特に大きい
。

転職希望率の寄与度は求職者がＯ．３７（男Ｏ ．２３，女Ｏ．１４），非求職者がＯ．２０（男

Ｏ． １４，女０，０６）であ って求職者，非求職者共に大きく ，景気の回復につれて転

職可能性が拡大し転職希望率が上昇したことがわかる。これを産業別に見ると

求職者の寄与度は男か卸小売 ・金融業を筆頭に軒並みＯ０４てあり ，女も卸小売

　　　　　　　　　　　　　　　　（２０３）
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　　　　表８　総合失業率の差の寄与度分解
１）

　　（単位　％）　　　　　　　　　　　昭和５８年 ５９年

完全失業率の寄与度 完全失業率の寄与度

男女 年齢階層 主希望者 傍希望者
男女 ・年蛉

主希望者 傍希望者
男女 ・年齢

（１） （２） （３） （１） （２） （３）

１５～１９歳
Ｏ． ０２ 一〇．０１ Ｏ． ０１ ０． ＯＯ Ｏ． ０２ Ｏ． ０２

２０～２４
０． ０１ 一〇．００ Ｏ． ０１ 一０．００ 一０．００ 一〇．ＯＯ

２５～２９
０． ０１ 一０ ．０１ ０． ０１ 一０ ．０１ Ｏ． ＯＯ 一０ ．０１

３０～３４
０． ０２ ０． ００ ０． ０２ 一０．ＯＯ 一０ ．０１ 一０ ．０１

男
３５～３９

Ｏ． ０３ ０． ０２ Ｏ． ０４ Ｏ． ０１ 一０．０２ 一〇．０１

４０～５４ ０． ０５ 一０．００ ０． ０５ 一〇．０４ Ｏ． ０２ 一０．０２

５５～６４ ０． ０２ ０． ０１ ０． ０３ 一０．０１ ０． ０１ ０． ０１

６５～ 一０ ．０１ 一０．００ 一０ ．０１ ０． ＯＯ ０． ０３ Ｏ． ０３

計
０． １５ Ｏ． ０１ ０． １６ 一０ ．０４ ０． ０５ Ｏ． ＯＯ

１５～１９ ０． ００ ０． ０１ Ｏ． ０１ ０． ０２ 一０．０２ 一〇．００

２０～２４ 一０．ＯＯ 一０．ＯＯ 一０．ＯＯ ０． ０２ ０． ０２ Ｏ． ０３

２５～２９
０． ０１ Ｏ． ０１ Ｏ． ０２ ０． ０１ Ｏ． ０２ Ｏ． ０２

３０～３４
０． ０１ Ｏ． ０２ Ｏ． ０３ 一０．０１ 一〇．００ 一０．０２

女
３５～３９ ０． ０３ 一０．００ Ｏ． ０３ 一０．００ ０． ０１ ０． ０１

４０～５４
０． ０１ Ｏ． ０３ ０． ０４ 一０．００ ０． ０１ ０． ０１

５５～６４
０． ０１ 一０．００ ０． ＯＯ ０． ０１ 一０．００ ０． ０１

６５～ Ｏ 一０．００ 一０．００ ０ 一０ ．Ｏ１ 一０．０１

計
Ｏ． ０７ ０． ０６ Ｏ． １３ ０． ０３ ０． ０３ Ｏ． ０６

合　　　計
０． ２２ ０． ０７ ０． ２９ 一０．０１ Ｏ． ０８ ０． ０７

１）　スベースの都合上，失業率 ・希望率の寄与度のみを掲げ，人数割合の寄与度は省略する 。

・金融業，サ ービス 業， 製造業が大きい。非求職者の寄与度も男は建設業，卸

小売 ・金融業かＯ０４であり ，女は卸小売 ・金融業，製造業か大きい。これに対

して追加就業希望率の寄与度は求職者か０１４（男Ｏ０６，女Ｏ０８），非求職者が一

〇． ＯＯ（男一〇．０２，女Ｏ．０２）であって求職者の寄与が主であり ，産業別には女の求

職者の卸小売 ・金融業か大きいのみで　般に寄与度は小さく ，景気回復による

追加就業希望率の高まりは転職希望率に比して非常に小さいことがわかる 。

　景気が回復から上昇に向 った５９年には総合失業率は０１７ポイ：／ト減少したか ，

それに対して完全失業率はＯ０７，転職希望率は一〇０８，追加就業希望率は一

〇． １６の寄与度であり ，総合失業率の減少は主として追加就業希望率の低下によ

　　　　　　　　　　　　　　　　（２０４）



増加率の逐次寄与度分解法（関） ６７

６０年 ６１年 ６２年

完全失業率の寄与度 完全失業率の寄与度 完全失業率の寄与度

主希望者 傍希望者
男女 ・年齢

主希望者 傍希望者
男女 ・年齢

主希望者 傍希望者
男女 ・年齢

（１） （２） （３） （１） （２） （３） （１） （２） （３）

０． ００ ０． ００ ０． ＯＯ Ｏ． ０１ 一０ ．０２ 一０ ．０１ Ｏ． ００ 一〇 ．ＯＯ ０

一０．００ 一０．００ 一０ ．００ ０． ０２ ０． ０２ Ｏ． ０３ Ｏ． ０２ 一０ ．０３ 一０ ．００

Ｏ． ＯＯ 一０ ．０１ 一０ ．０１ ０． ００ ０ Ｏ． ００ ０． ０１ ０． ０１ ０． ０２

０． ００ 一０ ．０１ 一０ ．０１ Ｏ． ００ ０． ０１ ０， ０１ 一０ ．０１ ０． ０２ ０． ０１

一０ ．００ ０． ０１ ０． ０１ 一〇．００ ０． ０１ Ｏ． ０１ ０． ０１ 一０ ．Ｏ１ ０． ＯＯ

一０ ．０２ 一０ ．０２ 一０ ．０３ ０． ０４ ０． ００ Ｏ． ０４ Ｏ． ０２ Ｏ． ０１ ０． ０３

一０ ．０１ ０． ０１ 一〇 ．０１ ０， ０２ 一０ ．００ Ｏ． ０１ Ｏ． ０２ 一０．００ ０． ０１

一０ ，００ 一〇 ．０２ 一〇 ．０２ 一０ ．０２ ０． ０１ 一〇 ．０１ 一〇、００ 一〇 ．０１ 一０ ．０１

一０ ．０２ 一０ ．０４ 一０．０６ ０． ０６ ０． ０２ ０． ０８ Ｏ． ０６ 一０ ．０１ ０． ０５

０． ０１ ０． ００ Ｏ． ０１ 一０ ．０１ ０． ０２ Ｏ． ０１ Ｏ． ０２ 一０．００ ０． ０２

一０．００ 一０ ．０２ 一〇 ．０２ ０． ０１ 一０ ．００ Ｏ． ０１ 一０ ．０１ ０． ０１ 一０ ．００

０． ０２ 一０ ．０１ ０． ０１ ０ ０ ０ Ｏ． ００ 一０ ．０１ 一０ ．０１

一０．００ Ｏ． ０１ ０． ０１ ０． ０１ 一０ ．０１ ０． ０１ ０． ００ 一０ ．０２ 一０ ．０１

一０ ．０１ 一０ ．０１ 一０ ．０２ ０． ０２ 一０ ．０１ ０． ０１ 一０ ．０１ ０． ０１ ０． ００

一０ ．０１ ０． ０１ 一〇．００ ０． ０１ ０． ０１ Ｏ． ０２ Ｏ． ０１ 一０ ．０１ 一０ ．００

一０ ．０１ ０． ０１ 一０ ．ＯＯ ０． ０１ 一〇．００ ０． ０１ 一０ ．００ ０． ０１ Ｏ． ０１

Ｏ 一０ ．０１ 一０ ．０１ ０ 一〇．００ 一０ ．００ ０ Ｏ． ０１ Ｏ． ０１

一０ ．０２ 一０ ．０２ 一〇 ．０４ ０． ０６ Ｏ． ０１ Ｏ． ０６ Ｏ． Ｏ１ ０． ００ ０． ０１

一〇 ．０４ 一０．０６ 一０ ．１０ ０． １１ Ｏ． ０３ Ｏ． １４ ０． ０７ 一〇 ．Ｏ１ Ｏ． ０６

るものである。完全失業率の寄与度は主希望者が 一〇．０１（男一〇 ．０４，女０ ．０３）
，

傍希望者が０．０８（男Ｏ．０５，女０．０３）であ って，完全失業率がプラスの寄与度であ

るのは傍希望者によるのである。転職希望率の寄与度は求職者が 一〇．０２（男一

００２，女Ｏ　ＯＯ），非求職者か 一〇０６（男一００８，女Ｏ０２）であって非求職者の寄与

の方が大きい。追加就業希望率の寄与度は求職者が 一〇．１０（男一０ ．０７，女 一
００２），非求職者か 一〇０７（男一００５，女一００２）であ って，転職希望率の場合と

違っ て求職者の寄与の方が大きい 。

　景気かピークに達し後半から下降に転じた６０年には総合失業率はＯ１３ポイノ

ト低下した。これに対して完全失業率は一〇．１０，転職希望率はＯ．１０，追加就業

希望率は一〇．１２の寄与度であ って，転職希望率は早くもプラスの寄与にな った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２０５）



６８ 立命館経済学（第３７巻 ・第２号）

昭和５８年 ５９年

転職希望率の寄与度 乾職希望率の寄与度

男女 産　　業 求職者 非求職者
男女 ・産業

求職者 非求職者
男女 ・産業

（１） （２） （３） （１） （２） （３）

建　設　　業
０． ０４ ０． ０４ Ｏ． ０９ 一０１０２ 一０．０２ 一０．０４

製　造　　業
０． ０４ ０． ０１ ０． ０５ 一０ ．０１ 一〇．０１ 一０．０２

電気 ・運輸業
０． ０２ ０． ０２ ０． ０３ ０． ０１ 一〇．０１ 一〇．０１

男
鈍小売 ・金融業

Ｏ． ０６ ０． ０４ ０． １０ 一０ ．０１ 一〇．０１ 一０ ．０２

サービス 業
０． ０４ Ｏ． ０２ Ｏ． ０７ ０． ０１ 一０ ．０１ 一０．００

そ　　の　　他
０． ０３ ０． ０１ ０． ０４ ０． ００ 一０．０２ 一０ ．０１

計
Ｏ． ２３ Ｏ． １４ ０． ３７ 一０ ．０２ 一０．０８ 一〇 ．１０

建　設　業
Ｏ． ００ ０． ００ ０． ００ ０． ００ ０． ００ ０． ００

製　造　業
０． ０２ Ｏ． ０２ Ｏ． ０４ ０． ０１ 一０ ．０１ ０． ００

電気 ・運輸業
Ｏ． ０１ 一０ ．０１ 一０ ．００ 一０ ．０１ Ｏ． ０１ ０． ００

女
卸小売 ・金融業

０． ０８ ０． ０３ ０． １１ Ｏ． ０１ ０． ０１ ０． ０２

サー一 ビス 業
０． ０４ 一０．ＯＯ Ｏ． ０３ 一０．ＯＯ Ｏ． ０１ ０． ０１

そ　　の　　他 一〇．０１ ０． ０３ ０． ０２ 一０ ．０１ 一０ ．Ｏ１ 一０ ．０１

計
０． １４ ０． ０６ ０． ２０ ０． ＯＯ ０． ０２ ０． ０２

合　　　計
Ｏ． ３７ Ｏ． ２０ Ｏ． ５７ 一〇．０２ 一〇．０６ 一〇．０８

完全失業率の寄与度は主希望者が一〇．０４（男一〇 ．０２，女 一〇
．０２），傍希望者が一

〇． ０６（男一〇．０４，女 一〇．０２）であ って，傍希望者もマイナスの寄与度にな った 。

転職希望率の寄与度は求職老が一〇０２（男一〇０２，女Ｏ０１），非求職者かＯ１１

（男Ｏ０９，女Ｏ０２）であ って，転職希望率かプラスの寄与度にな ったのは非求職

者によるのであり ，景気の後退を反映して転職希望者が増加し始めたことがわ

かる。産業別には男の非求職者の製造業，卸小売 ・金融業，電気 ・運輸業の寄

与度が大きい。追加就業希望率の寄与度は求職者か一〇０５（男一〇０２，女 一

〇． ０３），非求職老が一〇．０７（男一〇 ．０６，女一〇．０２）であって引き続きマイナスの寄

与であるが，産業別には求職の男の製造業と女のサーピス業の寄与度がプラス

に変った 。

　円高による景気後退と経済構造の転換の進展により６１年の総合失業率は０４０

ポイソト増加したが，それに対して完全失業率はＯ
．１６，転職希望率はＯ．１２，追

加就業希望率はＯ．１２といずれもほぽ同じ大きさの寄与度である。完全失業率の

　　　　　　　　　　　　　　　　（２０６）



増加率の逐次寄与度分解法（関） ６９

６０年 ６１年 ６２年

乾職希望率の寄与度 乾職希望率の寄与度 転職希望率の寄与度

求職者 非求職者
男女 ・産業

求職者 非求職老
男女 ・産業

求職者 非求職者
男女 ・産業

（１） （２） （３） （１） （２） （３） （１） （２） （３）

Ｏ． ０１ 一０ ．００ ０． ０１ ０． ０１ Ｏ． ０１ ０． ０１ ０． ０１ Ｏ． ０１ ０． ０２

０． ００ ０． ０４ ０． ０４ ０． ０１ 一〇．００ ０． Ｏ１ Ｏ． ０４ Ｏ． ０６ ０． ０９

０． ＯＯ Ｏ． ０２ ０． ０２ Ｏ． ０５ Ｏ． Ｏ１ Ｏ． ０６ 一０ ．０１ Ｏ． ＯＯ 一０ ．０１

一０ ．０２ ０． ０３ ０． Ｏ１ Ｏ． ０３ 一〇 ．０２ ０． ００ 一０ ．００ Ｏ． ０５ ０． ０５

一０．００ Ｏ． ０１ ０． Ｏ１ 一０ ．０１ Ｏ． ０１ 一０ ．００ ０． ０１ ０． ０２ ０． ０２

一０ ．０２ 一〇．００ 一０ ．０２ ０． ００ Ｏ． ０２ ０． ０２ 一０ ．ＯＯ 一０ ．０２ 一０ ．０２

一０ ．０２ Ｏ． ０９ ０． ０７ ０． ０９ Ｏ． ０２ ０． １０ ０． ０４ Ｏ． １２ ０． １６

Ｏ． ００ Ｏ． ００ ０． ００ 一０．００ 一０．００ 一０ ．００ 一０ ．０１ Ｏ． ０１ 一０ ．００

一０ ．００ Ｏ． ０１ ０． ０１ 一０ ．０１ ０． ００ 一０ ．０１ ０． ０２ ０． ０１ ０． ０３

一０ ．００ 一０．００ 一０ ．００ Ｏ． ０２ 一０ ．００ ０． ０１ ０． ００ 一０ ．００ ０

一〇 ．０１ Ｏ． Ｏ１ 一〇 ．００ 一〇 ．０１ ０． ０２ Ｏ． Ｏ１ Ｏ． ０２ ０． ０３ ０． ０５

０． ０１ ０． ０１ ０． ０２ Ｏ． ０１ ０． ０１ Ｏ． ０２ ０． Ｏ１ ０． ０２ ０． ０３

０． ０１ 一０ ．０１ 一０．００ 一〇 ．０２ ０． ００ 一０ ．Ｏ１ ０． ０１ ０． ０１ ０． ０２

Ｏ． ０１ ０． ０２ ０． ０３ 一０ ．０２ ０． ０３ Ｏ． ０１ ０． ０５ ０． ０８ Ｏ． １３

一〇 ．０２ ０． １１ ０． ０９ ０． ０７ ０． ０５ ０． １２ ０． ０９ ０． ２０ Ｏ． ２８

寄与度は主希望者がＯ．１１（男０ ．０６，女０ ．０６），傍希望者がＯ．０３（男０ １０２，女Ｏ ．ＯＯ）

であ って主希望者の寄与が主力である。転職希望率の寄与度は求職者がＯ．０７

（男Ｏ ．０９，女 一０ ．０２），非求職老がＯ．０５（男０ ．０２，女Ｏ．０３）であ って，求職者と非求

職老の寄与には大差カミない。追加就業希望率の寄与度は求職者がＯ．０２（男０ ．Ｏ１ ，

女Ｏ ．０１），非求職者がＯ．１Ｏ（男Ｏ ．０６，女Ｏ．０４）であ って非求職考の寄与が主であ

る。

　円局不況から一転して景気回復に向 った６２年には総合失業率は０４３ポイノト

増加したが，それに対して完全失業率はＯ．０７，転職希望率はＯ ．２８，追加就業希

望率は０．０８の寄与度であり ，転職希望率の寄与が特に大きい。完全失業率の寄

与度は主希望者が０．０７（男Ｏ ．０６，女Ｏ ．０１），傍希望考が 一〇．０１（男一０ ．０１ ，女０ ．ＯＯ）

であって前年よりも寄与度は低下したのであるが，男の主希望者の寄与度は６１

年と同じである。転職希望率の寄与度は求職者がＯ．０９（男０ ．０４，女Ｏ ．０５）， 非求

職者がＯ．２０（男Ｏ ．１２，女Ｏ．０８）であって非求職者の寄与が急増した。産業別には

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０７）



７０ 立命館経済学（第３７巻 ・第２号）

昭和５８年 ５９年

追加就業希望率の寄与度 追加就業希望率の寄与度

男女 産　　　業
求職者 非求職者

男女 ・産業

求職者 非求職者
男女 ・産業

（１） （２） （３） （１） （２） （３）

建　　設　　業 Ｏ． ０２ 一〇．ＯＯ ０． ０２ 一０．０１ ０． ００ 一〇．０１

製　　造　　業 一〇．０１ 一０ ．Ｏ１ 一０．０２ 一０．０２ 一０ ．０３ 一０ ．０５

電気 ・運輸業 一〇．ＯＯ 一〇．００ 一〇．ＯＯ Ｏ． ０１ 一〇．０２ 一０．０１

男
卸小売 ・金融業 Ｏ． ０１ 一〇．０２ 一０ ．０１ ０ ０． ０２ Ｏ． ０２

サービス 業
Ｏ． ０１ ０． ０１ ０． ０２ 一０．０１ 一〇 ．０１ 一〇．０１

そ　　の　　他
０． ０３ ０． ００ Ｏ． ０３ 一０．０４ 一０．０２ 一０．０６

計 ０． ０６ 一０．０２ ０． ０４ 一０ ．０７ 一０ ．０５ 一０．１２

建　　設　　業 ０． ０１ 一０．０１ Ｏ． ００ ０． ０１ 一〇．０１ Ｏ． ＯＯ

製　　造　　業
０． Ｏ１ 一０ ．０１ 一０．００ 一０．ＯＯ 一０ ．０１ 一〇．０１

電気 ・運輸業 一０．ＯＯ 一０．００ 一０．００ ０． ＯＯ ０． ＯＯ ０． ＯＯ

女
卸小売 ・金融業 Ｏ． ０５ 一０．００ ０． ０４ 一０．００ ０． ０１ ０． ０１

サービス 業
０． ０１ Ｏ． ０１ Ｏ． ０３ 一０．ＯＯ 一〇．００ 一〇．０１

そ　　の　　他
０． ００ ０． ０３ Ｏ． ０３ 一０．０２ 一〇．０１ 一〇．０４

計 Ｏ． ０８ ０． ０２ Ｏ． １０ 一０．０２ 一０．０２ 一〇．０４

合　　　　計 ０． １４ 一０．００ ０． １４ 一０．１０ 一０．０７ 一０．１６

求職者は男の製造業，女の製造業，卸小売 ・金融業の寄与度が大きく ，非求職

者は男の製造業，卸小売 ・金融業，サーヒス 業， 女の卸小売 ・金融業，サ ーヒ

ス業の寄与度が大きい。追加就業希望率の寄与度は求職者がＯ．０２（男Ｏ ．０１，女

Ｏ　Ｏ１），非求職者かＯ０５（男Ｏ０６，女一〇００）てあ って，６１年と比へて非求職者

の寄与が半減した。産業別には非求職の男の製造業，電気 ・運輸業，女の卸小

売・ 金融業の寄与が大きい 。

む　　す　　び

　以上５節にわた って，集団特性値の増加率（増分）の要因別寄与度を求める

場合に便利な逐次寄与度分解法を失業率の差の例で説明し，それによっ て最近

の失業率の変動の寄与度分解を試みたのである。最後に逐次寄与度分解法の長

　　　　　　　　　　　　　　　　（２０８）
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６０年 ６１年 ６２年

追加就業希望率の寄与度 追加就業希望率の寄与度 追加就業希望率の寄与度

求職者 非求職者
男女 ・産業

求職者 非求職者
男女 ・産業

求職者 非求職者
男女 ・産業

（１） （２） （３） （１） （２） （３） （１） （２） （３）

一〇 ．０１ 一０ ．０１ 一０ ．０２ 一０ ．０１ Ｏ． ０１ 一０ ．００ Ｏ． ０１ ０． ０１ ０． ０２

Ｏ， ０１ 一０．００ ０． Ｏ１ Ｏ． ＯＯ ０． ００ ０． ００ Ｏ． ００ Ｏ． ０４ ０． ０４

一０ ．０１ 一〇 ．０１ 一〇 ．０２ Ｏ． ０１ ０， ０１ ０， Ｏ１ ０． ＯＯ Ｏ． ０２ ０． ０２

一０ ．０２ 一０．０３ 一０ ．０５ Ｏ． ０１ ０． ０３ ０． ０４ 一０．ＯＯ 一０ ．０１ 一〇 ．０１

一０．００ 一〇 ．００ 一〇 ．００ 一〇 ．００ ０． ０１ ０． ０１ ０． ０１ Ｏ． ０１ ０． ０２

一０．００ 一〇．００ 一０．００ ０， ００ ０． ００ ０． ００ 一０ ．０１ 一〇 ．０１ 一〇 ．０２

一〇 ．０２ 一〇．０６ 一０．０８ Ｏ． ０１ Ｏ． ０６ ０． ０７ ０． ０１ ０． ０６ ０． ０７

一０ ．０１ ０． Ｏ１ ０． ００ 一０ ．０１ ０． ０１ 一０．００ 一０．００ 一０ ．００ 一〇．００

一０．０２ 一〇 ．００ 一０ ．０２ Ｏ． ００ Ｏ． ００ ０． ００ Ｏ． ＯＯ Ｏ． ００ ０． Ｏ１

一〇 ．ＯＯ 一０ ．００ 一〇．ＯＯ 一〇．００ 一０ ．００ 一０．００ Ｏ． ＯＯ 一０ ，ＯＯ Ｏ

一０．００ 一０．００ 一０．００ ０． ０２ Ｏ． ００ ０． ０２ 一０ ．０１ ０． ０２ ０． ０２

０． ０１ 一〇 ．００ ０． ０１ 一０ ．０２ ０． ０１ 一０ １０１ ０． ０１ Ｏ． ０１ Ｏ． ０２

一０ ．０２ 一０ ．０２ 一０ ．０３ ０． ０２ Ｏ． ０２ Ｏ． ０４ ０． ０１ 一０ ．０４ 一０．０３

一０，０３ 一〇 ．０２ 一０ ．０５ ０． ０１ Ｏ． ０４ ０． ０５ ０． ０１ 一０ ．ＯＯ Ｏ． ０１

一〇 ．０５ 一０ １０７ 一〇 ．１３ Ｏ． ０２ ０． １Ｏ Ｏ． １１ ０． ０２ Ｏ． ０５ ０． ０８

所と問題点を説明して本稿を終ることにする 。

　（１）我々の寄与度分解法と同様に，統計的比率の差を部分集団の比率の差に

よる部分（・０ｍｐＯｎ・ｎｔ）と ，集団構造の変化による部分とに分解する方法に コ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
ンポウネ １／ツ ・アナリシス（ｃＯｍｐＯｎｅｎｔ・ａｎａ１ｙｓｉ・）がある。コンポウネンツ ・ア

ナリシスは２個の集団性 ｏ， 戸をクロスして分類したデータを直接用いて，比

率ｒの差ムＴを単位数割合が一定と仮定した時に幼別比率の差による項

（Ｒｅｓｌｄｕａ１¢）と ，逆に比率か同じと仮定した時に幼別単位数割合の変化によ

る項（ＣＯｍｂｍｅｄ幼）とに分解する。すなわち

　　　　ムｒ＝Ｒｅｓ１ｄｕａ１幼十Ｃｏｍｂｍｅｄ的　　　　　　　　　　　　　　　（５－１）

そしてＣｏｍｂｍｅｄ的を更に，（・の影響を免れた）戸別単位数割合の変化による

項（Ｎｅｔ 戸。）と（戸の影響を受けない）ｏ 別単位数割合の変化による項（Ｎｅｔ・。）

及び両者に配分し得ない残りの項（ＪＯｉｎｔ 幼）に分解する。従 って

　　　　ムＴ＝Ｒｅｓ１ｄｕａ１的十Ｎｅｔ 船十Ｎｅｔ吻十Ｊｏｍｔ 幼　　　　　　　　（５－２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０９）
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今２個の集団性 ｏ， 戸をｒ男女」とｒ年齢」とし完全失業率の差を コンポウネ

ンツに分解する場合で言えぱ，（５－１）は我々の（２－２）であり ，（５－２）は

（３－１４）である（（５－２）と（３－１４）の各項は数式としては若干異なるがその意味すると

ころでは同じであり ，また計算結果もほ憾同じ値が得られる）。 従っ てコンポウネン

ツ・ アナリシスと逐次寄与度分解法は同じ結果を得るのであるが，コンポウネ

ンツ ・アナリシスでは比率の差を コソポウネンツに分解することのみが目的で

あり ，コンポウネンツの内容にまで入って寄与度とする考えはなく ，更に集団

性ｏと〆のクロス分類から出発するために，〆を除いた ｏのみによる分類の

場合の コソポウネンツと ，宇を加えた ｏ，
戸，
宇のクロス分類の時の コンポウ

ネンツとの関連が明らかでない 。

　これに対して逐次寄与度分解法は集団性 ｏで分類したデータの場合から始

めて，戸を追加した時の寄与度分解式，それに宇を加えた場合の寄与度分解

式と ，順次求めて行くために相互の関連が明確であり ，次に説明する様に，一

定の制約はあるにしても ，集団性を追加，削除した場合の コソポウネンツや寄

与度を容易に求めることが出来る。更に，コンポウネンツ ・アナリシスでは比

率の差の場合のみが考えられているが，我々の方法は比率の外に算術平均等も

含めた集団特性値　般の増加率及ぴ増分（差）の寄与度分解法であり ，その応
　　　　　　　　　　７）
用範囲が広いと言えよう 。

　（２）逐次寄与度分解法は順次集団性を追加するやり方で寄与度分解式を導く

ことによっ て， 集団性が３個，４個等の場合の交絡項の存在による煩雑さ ，あ

いまいさを回避するのである。このことから集団特性値の増加率（増分）の寄

与度分解の結果が与えられている場合，更に集団性を追加して寄与度分解をよ

り詳細化することが出来るし，また逆に，用いられている集団性の一部を削除

した場合の寄与度分解の結果を求めることも可能である 。

　まず集団性を追加する場合であるが，完全失業率の差の男女，年齢による寄

与度分解の結果（表２の（３）～（５）欄）に「希望の仕事の主傍」を追加したいとする

と， それを追加した時の寄与度分解式（３－６）を導き，追加前の寄与度分解式

（２－１３）と比べて変った第１項の値をデータから計算して，表２（３）欄の内訳と

　　　　　　　　　　　　　　　　（２１０）
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して（１）欄と（２）欄に記入すればよい
。

　次に集団性を削除する場合は集団性追加の逆を行えぽよいから，完全失業率

の差の男女 ・年齢 ・希望の仕事の主傍別寄与度分解の結果（表２）を「希望の

仕事の主傍」について合計する（（１）欄と（２）欄の寄与度の和を男女 ・年齢階層別に求

める）と ，（３）～（５）欄により男女 ・年齢別寄与度分解の結果が得られる。更にそ

れを「年齢」について合計する（（３），（４）欄の寄与度を男女別に合計する）と ，表１

（１）

，（２）欄になり男女別寄与度分解の結果が得られる
。

　しかし，集団性の削除は正確には逐次寄与度分解の際に集団性を追加した順

序の逆をたどっ てのみ可能なのであ って，先に用いられた集団性を削除する時

は近似値が得られるにすぎない点に注意すべきである 。表２の（３）～（５）欄は男女

→年齢の順に寄与度分解した結果であるから，これを「男女」について合計

（（３）欄及び（４）欄の寄与度の男女計を年齢階層別に求める ，但し（５）欄は年齢別の値がない

から除かざるを得ない）しても ，正確な年齢別寄与度分解表にはならないのであ
　　　　　　　　　　　　　８）
って近似値が得られるのである 。

　なお逐次寄与度分解法によらないで集団性のクＰス分類データを直接用いて

寄与度分解を行った場合は，集団性の削除はすべて近似値が得られるのみであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
って正確な結果は求められないのである 。

　（３）集団全体の特性値の増加率（増分）の寄与度分解表から，部分集団の特

性値の増加率（増分）の寄与度分解の結果を求めることが出来る。今女の完全

失業率の推移が問題であり ，その差の年齢，希望の仕事の主傍による寄与度分

解が必要であるとしよう 。それはデータから計算しなくとも表２から容易に算

出することが出来る 。

　女の完全失業率の差の年齢別寄与度分解式は（２－１２）であり ，それに「希望

の仕事の主傍」を追加するには（３－５）を代入すれぼよいから，女の年齢 ・希

望の仕事の主傍別寄与度分解式は

　　　　ムｏ‘＝）］（　ムｏ舳４３＋ム４３ｏ‘ゴ）　　　　　　　　　　　　　　　　（５－３）

　　　　　　　ｊ　　た

である。これと総数の男女 ・年齢 ・希望の仕事の主傍別寄与度分解式（３－６）

　　　　　　　　　　　　　　　　（２１１）
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との比較から，（３－６）の第１項と第２項をムで除せば（５－３）が得られること

がわかる。そこで労働力人口の女の割合の平均ムを求め，それで表２の（１）～

（４）欄の女の値を割ることによっ て， 女の完全失業率の差に対する寄与度が得ら

れる。昭和６１年の女の完全失業率は２８２％であ って６０年よりも０１６ポイノト増

加した。これに対する年齢 ・希望の仕事の主傍別寄与度を表２より求めると表

９のとおりである 。

　　　　　　　表９　女の完全失業率の差の年齢 ・希望の仕事の

　　　　　　　　　主傍別寄与度分解（昭和６１年）　　　（単位％）

完全失業率の寄与度 人数割合

年齢階層
主希望者 傍希望者

年　　齢 年　　齢

（１） （２） （３） （４）

１５～１９歳 一〇．０１ ０． ０４ ０． ０３ Ｏ． ０１

２０～２４ ０． ０３ 一０．００ ０． ０３ Ｏ． ＯＯ

２５～２９ ０ ０ ０ 一〇．ＯＯ

３０～３４ Ｏ． ０３ 一０ ．０１ Ｏ． ０２ 一〇．０２

３５～３９ Ｏ． ０５ 一〇．０３ Ｏ． ０２ Ｏ． ０２

４０－５４ ０． ０２ ０． ０２ Ｏ． ０４ 一０ ．０１

５５～６４ Ｏ． ０２ 一〇．ＯＯ Ｏ． ０２ Ｏ． ＯＯ

６５～ ０ 一０．００ 一０．００ ０． ００

計
Ｏ． １４ ０． ０１ ０． １５ Ｏ． ００

Ｏ． １６

　　　　　　　（備考）表２の（１）一（４）欄をム＝Ｏ．３９７で除して求めた 。

　（４）集団特性値の増加率（増分）の寄与度分解において逐次分解法がもつメ

リットは，特性値の分母になる集団の構造変化の寄与を明確に測定し得ること

であ った。例えば完全失業率の差の寄与度分解の場合分母の労働力人口の男

女・ 年齢別割合の変化の寄与を，男女別割合の変化の寄与と年齢別割合の変化

の寄与とに分離し，且つそれを交絡項を消去して明確に測定することが出来る

のである（（２－１３）参照）。 しかし表２よりわかる様に，実際の計算では労働力

人口の構成割合の変化の寄与は僅少であ って，男女の寄与と年齢の寄与とを分

離したメリットは余り認められず，両者を一緒にした構成割合の変化の寄与を

求めるだけで十分とも考えられる。それは労働力人口の構成割合の１年毎の変

化が極く僅かであることによるのであり ，逐次寄与度分解法がその力を発揮す

　　　　　　　　　　　　　　　　（２１２）



　　　　　　　　　　　増加率の逐次寄与度分解法（関）　　　　　　　　　　　７５

るには分母集団の構造変化かある程度大きくなけれはならないことに注意すへ

きである。長期間の失業率の差の寄与度分解の時は労働力人口の構造変化も大

きくなると考えられ，また失業率の地域差の寄与度分解では基準地と比較地の

労働力人口の構造の違いが著しい場合があるが，これらの場合は逐次寄与度分

解法を有効に利用し得るであろう 。

　（５）最後に，集団特性値の増加率（増分）の寄与度分解に必要な統計資料の

補正とそれによる結果の恋思性の問題かあることを指摘しておこう 。与えられ

た統計資料の縦（または横）の和と合計行（または列）の値が４捨５入の関係で

末尾において１だけ違う場合がしばしばあるが，そのま 二で計算すると得られ

た結果に食い違いが生じ正確な寄与度分解が出来ないことになる。この難点を

免れるために計算に先立ってデータを補正して個々の値の和と合計値との一致

を確保しておかねぱならないが，それは多分に主観に頼らざるを得ない作業で
　１０）

あり ，補正の仕方のいかんによっ て得られた寄与度の値が異なるという別の欠

点が生ずるのである 。

　なお統計資料が標本調査によっ て得られたものである時は，標本誤差の点か

ら集団性をクロスした詳細な寄与度分解の計算に耐え得るものか否かを検討す

べきであろう 。これは今後に残された課題である 。

１）Ｅｖｅｌｙｎ ＭＫ１ｔａｇａｗａ，“Ｃｏｍｐｏｎｅｎｔｓｏｆａ Ｄ１
伍ｅｒｅｎｃｅ Ｂｅｔｗｅｅｎ Ｔｗｏ Ｒａｔｅｓ

’’

　Ｊｏｕｍａ１ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｍｅｒ１ｃａｎ　Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃａ１Ａｓｓｏｃ１ａｔ１ｏｎ，Ｌ（Ｄｅｃｅｍｂｅｒ１９５５），ＰＰ

　１１８０－２．関　彌三郎ｒ寄与度 ・寄与率の二つの役割」関西大学ｒ経済論集』第３６

　巻第５号（１９８７） ，１１－１２べ一ジ参照 。

２）（２－１３）のムｏ〃の係数は４３ム，（３－１１）の係数は４仏であるから

　　 ７１互一１
（什叫（ム汁刎

　１
＝　（んム汁４１ゴん十ん４ 。‘十硲４ 。‘）
　４

（ｉ）

脇一芸 （仇・偽ら（ム。・ん）

　　　　　１　　　　＝　　（４｛。４Ｕ＋篶。４Ｕ ＋４言 ユ４ ２ゴ 十４妻。十４２ゴ）　　　　　　　　　　　（ｉｉ）
　　　　　４

（２－３）よりん＝４３ムまたは４仏であるから ，（ｉ）と（ｉｉ）の右辺第１項は

　　　　　　　　　　　　　　（２１３）
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　４。〃， 第４項は２。〃 となり相等しい。ところが第２項と第３項は異なる時

　点の割合の積であるからんにならない。従 って（ｉ）と（ｉｉ）は等しくないから ，

　（２－１３）と（３－１１）の第１項は一致しない。（証明終り）

３）（２－２）の△ｏ〃 の係数は４〃 であるが，注５）より明らかな様に（２－１３）

　の係数４３ムも ，（３－１１）の係数４仏もんにならない。従 って（２－２）の

　第１項と（２－１３）または（３－１１）の第１項は一致しない 。

４）４０～５４歳は級間隔が１５歳で，４０歳までの年齢階層の級間隔の３倍である

　から当然４二は大きく ，寄与度を高めることになる。寄与度に級間隔の違

　いの影響が含まれるのを防ぐために，級間隔は均等にするのが望ましい 。

５）経済企画庁調査局『経済月報』昭和６３年８月 ，１６３ぺ 一！。
６）　Ｋｉｔａｇａｗａ，必〃，ＰＰ．１１６８－９４

７）本稿では逐次寄与度分解法を比率の差の場合で説明したが，（１－４）と

　（１－６）の比較から明らかな様に，集団特性値Ｚの差ムＺの寄与度分解式

　の両辺をＺ１で除すことにより増加率の寄与度分解式が得られる 。

８）男女 ・年齢別寄与度分解式は（２－１３）であり ，年齢別寄与度分解式は
　（３－８）であるから，則者を男女（ｚ）について合計したものか後者になるた

　めには

　　　　ムｏ〃４３ム：ムｏ． ４ゴ

　　　　〃３ｏ‘。ム＝ 〃。ｏゴ

　　　　　〃仙＝Ｏ

　でなければならない。しかしこの関係は，計算的に近似値が得られること

　はあるか，　般には成立しない 。

９）集団性「男女」と「年齢」のクロス分類データを直接用いた寄与度分解

　式は（２－２）であるが，それを年齢（ブ）について合計すると男女別寄与度分

　解式（２－１Ｏ）になるためには

　　　　肋泌。＝此‘ム

　　　　〃舳５：〃仙

　でなければならない。また（２－２）を男女（オ）について合計したものが年

　齢別寄与度分解式（３－８）になるためには

　　　　此 ‘。ん＝此。
４。

　　　　〃。。ｏ‘Ｆ〃。ｏ。

　　　　　　　　　　　　　　　（２１４）
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　でなげれぼならない。しかしこれらの関係は，計算的に近似値が得られる

　ことはあるか，　般的には成立しないのてある 。

１０）例えぱ，『労働力調査年報』によると昭和６１年の完全失業者数は総数１６７

　万人，男９９万人，女６７万人であ って，男と女の和（１６６万人）は総数より

　も１万人少い。また労働力人口も総数６，０２０万人，男３，６２６万人，女２ ，３９５

　万人で，男と女の和（６，０２１万人）は総数よりも１万人多い。我々は上位

　の値を尊重し下位の値を補正することにして，男と女の完全失業者数には

　０．５万人ずつを加え，労働力人口からはＯ．５万人ずつを差引いて総数と一致

　させた。そして男女 ・年齢別完全失業者数（または労働力人口）は，男

　（女）の年齢別人数の和が先に補正した男（女）の数と一致する様に，年

　齢階層別男女計を考慮しながら補正するのであるが，それをどの年齢階層

　で行うかの決定は必ずしも容易でなく ，主観的にならざるを得ない場合が

　ある 。

　　なお男女 ・年齢 ・希望の仕事の主傍別完全失業者数は主希望者数のみが

　発表されており ，傍希望者数は残高として求めるのてあるか，この場合は

　データの補正は傍希望者数で行ったことになる 。

（２１５）




